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一、目標変更の経緯と新目標 
（社）日本産業機械工業会は業界としての環境保全活動推進の為、１９９７年に「産業機

械工業の環境自主行動計画」を策定し、製造現場での省エネルギー、廃棄物削減の努力を

続けてきた。 
 しかし、計画策定当時と比べて、現在では評価の土台となる生産額が大幅に減少してお

り、二酸化炭素排出削減努力の成果を適正に評価する事が困難になってきている。そこで、

環境委員会で検討した結果、会員の努力を適正に評価できるよう現在の目標を変更するこ

ととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これまでは、会員企業の事業所の生産額を分母とし、二酸化炭素の排出量を分子とする

「二酸化炭素排出原単位」を基準年度（１９９７年度）から年率１％以上減少させるとい

う目標を立てていたが、策定当時に比べて生産額が大幅に下落しており（２００３年度は

１９９７年度比２６％減）、評価方法を種々検討したが、適正な評価は不可能であった。よ

って会員の省エネルギー努力が、より結果に反映される二酸化炭素排出量を新たな目標と

して設定することとした。 
 新目標を採用する理由をまとめ、以下に示す。 
温暖化対策 
①１９９７年度と比較して、現在の生産額は大幅に減少しており、会員企業の省エネル

ギー努力にも拘らず原単位が増加していることは、評価が適正と言い難い。 
 →製品単価の下落、経済状況の悪化などによる。 
②国としての二酸化炭素削減目標は排出量で設定している（国全体で１９９０年度比

（温暖化対策） 
 （旧）１９９７年度を基準とし、２０１０年度まで二酸化炭素排出原単位を年率１％

以上削減していく。 
 （新）１９９７年度を基準として、２０１０年度の二酸化炭素の排出量を１２．２％

削減する。（但し購入電力の二酸化炭素排出係数は１９９７年度の係数で固定

して評価する） 
（廃棄物対策） 
 （旧）１９９５年度を基準として、物質毎のリサイクル率を１０％向上させる。 
 （新）１９９７年度を基準として、廃棄物全体のリサイクル率を１０％向上させる。



６％削減、産業界は７％削減）ので、その方針に合わせる。 
 →国の目標との整合を図る。 
③年度毎に異なる電力の二酸化炭素排出係数を一定にすることで、基準年度からの削減

量に会員企業の省エネルギー努力がそのまま反映されるようになる。 
 →評価の透明性、信頼性を高める。 
 
廃棄物対策 
①基準年度を温暖化対策と統一し、リサイクル率を物質毎から廃棄物全体での評価に変

更する。 
  →温暖化対策との基準年度の整合を図り、達成状況の評価を明確化する。 
 
二、目標達成の蓋然性について 

            図 産機工の生産額と二酸化炭素排出量の推移 
 
新たな目標の達成見込みについて検討した。 
政府が発表している実質ＧＤＰの予測値に基づき、日本経済が予測通り成長していく場

合、２０１０年度まで工業会の生産額と二酸化炭素排出量も比例して増加していくという
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シナリオを想定した。その場合、既に会員が行っている省エネルギー努力が今後継続され

たとしても（= 追加的な対策がない場合）、現在 0.825という二酸化炭素排出量（指数化し
ている）は 0.918 まで上昇するという見通しとなった。しかし、今後追加的な省エネルギ
ー努力を行うことで、0.878以下に抑えるという目標が適正ではないかという結論となった。 
 この二酸化炭素の削減度合い（基準年度比 12.2％削減）は年率に換算すると１％に相当
し、達成には非常に努力を要する目標である。 
 また、廃棄物対策については基準年度と評価の対象の一部変更のみなので、今回は目標

達成について詳細な予測を行ってはいない。今後も現在のリサイクル率の水準を維持し、

目標達成への努力を継続していく。 
 
三、今後の活動について 
 従来のフォローアップ調査の継続はもとより、今後更に省エネルギー活動を強化してい

くため、省エネ事例集の作成や、省エネについて会員との意見交換等、次年度以降、目標

達成の為に有効な手段を環境委員会やワーキンググループで検討し、支援策を講じていく。

今後も会員企業に協力を呼びかけていく。 
 

以 上 
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